
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告 

部課 

教育長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

     

令和 6年 8月 21日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和 6年 8月 21日（水）午前9時30分～ 本庁舎4階大委員会室 

２ 出席者 

教育部 榛沢部長、 

学校政策課 松丸係長、植松主任主事 

３ 件名 

GIGAスクール構想（第2期）に向けた機器等の更新について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・更新方針としては、GIGAスクール構想（第1期）で整備した環境の向上を図りながら

更新するということか。 

→そのとおりである。 

 

・ネットワーク環境はGIGAスクール構想において根幹となる部分だが、改善について具

体的な進め方を検討しているか。 

→国が示す水準を満たしていないため、ネットワークアセスメントを委託し、原因箇所

の特定及び解決策の提示を令和7年度に行い、ネットワークアセスメントの結果によ

り、ネットワーク機器等が原因であればネットワーク機器等の更改を、通信回線が原

因であれば回線契約の変更を令和8年度に行い、ネットワーク環境を改善しようと考

えている。 

 

・機器の更新台数は現時点での推計であり、調達時に再度積算するという認識で良い

か。 

→そのとおりである。 

 

・ICT支援員の配置人数について、何を基準に4人としているのか。 

→国が示す水準では、4校あたり1人の配置とされているため、水準を満たすよう14校に

4人（3.5校あたり1人）を配置している。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

■ □ □ □ （

目的 手段小・中学生、高校生 学習・教育 その他市内全域カテゴリー

部課名 教育部　学校政策課

GIGAスクール構想（第2期）に向けた機器等の更新について

　現在、国が示す「GIGAスクール構想」に基づき、児童生徒及び教職員1人1台の学習
用端末、大型提示装置等の周辺機器など学校のICT環境の整備を行い、併せてICT支
援員を配置することでICTの活用促進を図っている。
　当該契約について、令和8年2月末をもって契約満了になり、学習用端末及び大型提
示装置等については市に無償譲渡、ICT支援員については派遣終了となることから、機
器の更新及びICT支援員の継続配置に係る方針を決める必要がある。
　また、「GIGAスクール構想」に係る整備の一環として、ネットワーク環境の整備を行った
ところだが、令和6年4月に国から示された学習用端末を十分に活用するための「当面の
推奨帯域」について、現状では水準を満たしていないため、ネットワーク環境の改善が
必要である。

　学校のICT環境の向上及び支援体制の確立を行い、教育において効果的に
ICTを利活用できる環境を整えることにより、「個別最適な学び」と「協働的な学
び」の一体的な充実を図る。

◎GIGAスクール構想（第2期）に向けた更新方針の策定 ≪資料②≫
　  ・学習用端末及び大型提示装置の適切な更新 ≪資料③・④≫
　  ・ICT支援員の継続配置による活用支援 ≪資料⑤≫
　  ・ネットワークアセスメントをはじめとするネットワーク環境の改善 ≪資料⑥≫

まで）

無

無

年代 場所

無

令和 6 8

方法（時期）

21

付議書（行政経営戦略会議）

付議事案

議会説明 広報・ＨＰ等 無

・各種機器の更新及び処分
・ICT支援員の継続配置
・ネットワーク環境の改善

【部内会議での意見】
　・付議書に資料との関連を示すこと。
　・行政経営戦略会議の結果について教育委員へ報告を行うこと。

【企画政策課・財政課との調整】
　・無償譲渡される機器を可能な限り継続使用するなど、費用対効果を考慮した有利な
　  方法を検討すること。

≪資料⑦≫のとおり

項目 有無 方法（時期） 項目 有無

報道発表条例規則

千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

参考情報

案件提出
事由

②重要な施策（規程第4条第2項第2号）
イ　市財政に大きな影響を及ぼす事項

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課

今後の
スケジュール

無し

企画政策課・財政課

1,595,000 千円 （うち特定財源 210,906






















